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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第39期中間会計期間 第40期中間会計期間 第39期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上高 （千円） 995,935 991,456 2,040,717

経常利益 （千円） 179,194 128,280 311,870

中間（当期）純利益 （千円） 115,612 77,424 217,039

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 429,180 429,180 429,180

発行済株式総数 （株） 6,259,000 6,259,000 6,259,000

純資産額 （千円） 1,843,401 1,901,527 1,898,353

総資産額 （千円） 2,297,092 2,385,514 2,438,065

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 18.55 12.43 34.79

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 18.54 12.43 34.78

１株当たり配当額 （円） 8.00 8.00 16.00

自己資本比率 （％） 80.2 79.7 77.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 250,668 148,400 389,107

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △62,645 △63,050 △103,158

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △50,277 △86,053 △100,128

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 749,087 803,860 800,070

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

a.経営環境

　当中間会計期間におけるわが国経済は、継続する物価上昇、地政学リスクや不安定な為替相場、イラン情勢の影

響など、依然として先行き不透明な状況が続いております。当社の主要顧客である小売業においては、労働需給の

ひっ迫や賃上げ圧力の高まりなどによる人件費・物流費の上昇や、業種業態を超えた顧客の獲得競争に加え、益々

多様化する消費者ニーズへの対応が引き続き求められており、業界を取り巻く環境は厳しさを増しております。さ

らに、物流業界での「2024年問題」により食品流通の持続性確保に向けた課題への対応が本格化し、持続可能な開

発目標（SDGs）の採択に基づいた食品ロス削減運動も社会課題としての対応が求められております。なお、一時期

懸念された生成AIによるSaaS全般への影響については、注視が必要な状況ではあるものの、食品スーパーをはじめ

とする小売業の複雑な現場環境は完全なデータ化が難しい領域であり、当社のサービスは小売・流通現場における

豊富なノウハウと独自の予測ロジックに基づいているため、生成AIに代替される可能性は低いと捉えております。

そのため、当社の需要予測・自動発注サービスに対するニーズは高く、さらに需要予測に加えて、人手不足・物流

課題の対応に向けた業務効率化のためのIT投資についても増加していくものと見込まれます。

　このような環境の中、当社の導入実績は、2026年６月30日時点でARR（注１）は1,666,725千円（前年同期比

15.1％増）、食品スーパーシェア率は37.2％（同0.5pt増）、小売業全体でのシェア率は19.1％（同0.2pt増）（注

２）、契約企業数は121社（同２社増）、クラウドサービスの有償店舗数3,973店舗（同663店舗増）（注３）、ク

ラウドサービスの有償アカウント数は16,087アカウント（同2,682アカウント増）（注４）に増加しております。

　当中間会計期間における売上高は991,456千円（前年同期比4,479千円減・0.4％減）、営業利益は104,272千円

（同74,383千円減・41.6％減）、経常利益は128,280千円（同50,913千円減・28.4％減）、中間純利益は77,424千

円（同38,187千円減・33.0％減）となりました。

　また、前事業年度までに推進してきた取り組みをさらに加速させ、需要予測分野に加え、中長期の新しい収益の

柱とするべく事業領域を拡大する施策も進めております。食品ディマンドチェーンマネジメント構築については、

伊藤忠商事社と共同で提供している「DeCM-PF（ディーシーエムプラットフォーム）」の収益拡大を図るととも

に、経済産業省の補助事業である「持続可能な物流を支える物流効率化実証事業」をはじめ、最終的にメーカー物

流最適化を行うための段階的な機能拡大も進めております。小売業の人時生産性改善・向上を目的とした人的資源

最大化AIサービス「sinops-WLMS（シノプス ダブリュエルエムエス）」シリーズについては、一部先行ユーザーで

は効果の検証を進めており、今後さらに既存・新規ユーザーへの提案を進め、収益化への取組みを着実に拡大して

まいります。

　（注１）Annual Recurring Revenueの略語。2026年６月末時点のMRR(Monthly Recurring Revenue)を12倍にして

算出。MRRは対象月の月末時点における有償契約ユーザー企業に係る月額料金の合計額（一時収益は含

まない）。

　（注２）シェア率は、sinops契約企業の年商÷ターゲット企業の年商で算出。食品スーパーシェアのターゲット

企業は、売上400億円以上の食品スーパー。小売シェアのターゲット企業は、コンビニ・百貨店を除く

売上400億円以上の小売業（連結子会社は子会社の本社地域で集計）

　（注３）有償契約でクラウドサービスを利用している店舗数（旧レンタルサービス利用店舗、有償の短期間クラ

ウド契約を除く）。

　（注４）有償契約しているクラウドサービス利用数（旧レンタルサービス、有償の短期間クラウド契約を除

く）。
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b.経営成績の分析

（単位：千円）

 
2025年12月期

中間会計期間

2026年12月期

中間会計期間
増減額 増減率

売上高 995,935 991,456 △4,479 △0.4％

 パッケージ 103,694 32,561 △71,132 △68.6％

 導入支援 172,718 108,755 △63,962 △37.0％

 サポート 193,404 207,083 13,678 7.1％

 クラウド 526,118 643,055 116,936 22.2％

売上原価 536,485 590,416 53,930 10.1％

売上総利益 459,450 401,040 △58,410 △12.7％

販売費及び一般管理費 280,794 296,767 15,972 5.7％

営業利益 178,656 104,272 △74,383 △41.6％

経常利益 179,194 128,280 △50,913 △28.4％

中間純利益 115,612 77,424 △38,187 △33.0％

 

①売上高

　クラウド売上高は、既存顧客へのアップセルやクロスセルが主要因となり、643,055千円（前年同期比116,936千

円増・22.2％増）となりました。サポート売上高は、既存顧客の店舗追加が進んだことや顧客の企業統合に伴うサ

ポート作業売上増加が主要因となり、207,083千円（同13,678千円増・7.1％増）となりました。導入支援売上高

は、クラウドサービスの新規導入や既存顧客へのクロスセルにより受注状況は概ね計画通りに推移しているもの

の、顧客のシステム投資計画見直し等に伴う一部案件の獲得見送りや導入時期の下期以降への期ずれ等が発生した

ことにより、108,755千円（同63,962千円減・37.0％減）となりました。パッケージ売上高については計画通り推

移しており、既存顧客の店舗追加があったものの、当社によるクラウドサービスの推進を背景として、32,561千円

（同71,132千円減・68.6％減）となりました。その結果、当中間会計期間における売上高は991,456千円（前年同

期比4,479千円減・0.4％減）となりました。

 

②売上総利益

　当中間会計期間は、事業拡大に向けた協力会社の活用による開発促進のための外注費の増加に加え、クラウド

サービスの利用ユーザー増加や円安影響に伴うAWS費用等の通信費の増加があり、製品改善等による吸収を進めた

ものの、これらが主要因となり、売上原価が590,416千円（前年同期比53,930千円増・10.1％増）となりました。

その結果、売上総利益が401,040千円（前年同期比58,410千円減・12.7％減）となりました。

 

③営業利益・経常利益

　当中間会計期間は、協力会社を活用した業務改善のための一過性の外注費が増加したことが主要因となり、販売

費及び一般管理費が296,767千円（前年同期比15,972千円増・5.7％増）となりました。その結果、営業利益が

104,272千円（同74,383千円減・41.6％減）、経常利益は128,280千円（同50,913千円減・28.4％減）となりまし

た。

 

④中間純利益

　当中間会計期間における中間純利益は、77,424千円（前年同期比38,187千円減・33.0％減）となりました。

 

　なお、当社は「sinops事業」の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載を行っておりませ

ん。
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c.財政状態

①資産

　当中間会計期間末における総資産は、2,385,514千円（前事業年度末比52,551千円の減少）となりました。主な

要因は、仕掛品が26,242千円、流動資産のその他に含まれる前払費用が8,890千円、預け金が13,393千円、それぞ

れ増加した一方で、売掛金が126,991千円減少したこと等によるものであります。

 

②負債

　負債は、483,986千円（前事業年度末比55,724千円の減少）となりました。主な要因は、契約負債が95,213千円

増加した一方で、買掛金が4,764千円、未払法人税等が66,412千円、流動負債のその他に含まれる未払金が37,466

千円、未払消費税等が33,663千円、それぞれ減少したこと等によるものであります。

 

③純資産

　純資産は、1,901,527千円（前事業年度末比3,173千円の増加）となりました。主な要因は、中間純利益として

77,424千円を計上した一方で、配当金の支払いにより利益剰余金が49,967千円減少したこと及び、自己株式の取得

等23,660千円により減少したこと等によるものです。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比べて3,789千円

増加し、803,860千円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、148,400千円（前年同期は250,668千円の収入）となりました。主な支出要因と

して、法人税等の支払額96,653千円、未払金の減少額37,466千円、仕入債務の減少額4,764千円があった一方で、

主な収入要因として、税引前中間純利益116,356千円、減価償却費65,020千円、売上債権の減少額104,938千円が

あったことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果支出した資金は、63,050千円（前年同期は62,645千円の支出）となりました。その主な要因は、

無形固定資産の取得による支出63,650千円によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果支出した資金は、86,053千円（前年同期は50,277千円の支出）となりました。支出要因として、

配当金の支払額49,402千円、自己株式の取得による支出36,650千円があったことによるものであります。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(4）研究開発活動

　当中間会計期間における研究開発費の総額は17,162千円であります。

　なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,848,000

計 19,848,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,259,000 6,259,000
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。

なお、単元株式数は

100株であります。

計 6,259,000 6,259,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2026年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年６月30日 － 6,259,000 － 429,180 － 389,610
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

合同会社南谷ホールディングス 大阪府枚方市長尾東町１丁目43－10 2,105,000 33.91

南谷のどか 大阪市旭区 470,232 7.57

加藤めぐみ 広島市安佐南区 470,000 7.57

南谷純 東京都世田谷区 470,000 7.57

南谷清江 大阪府守口市 153,000 2.46

南谷洋志 大阪府守口市 134,758 2.17

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 103,100 1.66

ＴＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿６丁目５番１号 100,000 1.61

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５－１ 100,000 1.61

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 93,046 1.50

計 － 4,199,136 67.64
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 51,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,199,300 61,993 －

単元未満株式 普通株式 8,500 － －

発行済株式総数  6,259,000 － －

総株主の議決権  － 61,993 －

（注）単元未満株式の普通株式には、自己株式87株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社シノプス
大阪府豊中市新千里東町

一丁目５番３号
51,200 － 51,200 0.82

計 － 51,200 － 51,200 0.82

（注）当社は、単元未満の自己株式87株を所有しております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日

まで）に係る中間財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2025年12月31日)
当中間会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,300,070 1,303,860

電子記録債権 － 22,052

売掛金 306,695 179,703

有価証券 99,370 99,630

仕掛品 26,112 52,354

その他 146,044 170,614

流動資産合計 1,878,293 1,828,215

固定資産   

有形固定資産 39,017 35,552

無形固定資産   

ソフトウエア 338,315 285,748

その他 416 55,078

無形固定資産合計 338,731 340,826

投資その他の資産 182,023 180,920

固定資産合計 559,772 557,299

資産合計 2,438,065 2,385,514

負債の部   

流動負債   

買掛金 21,157 16,392

契約負債 196,507 291,720

未払法人税等 105,891 39,479

製品保証引当金 5,282 3,924

受注損失引当金 1,249 1,877

その他 204,627 125,434

流動負債合計 534,714 478,828

固定負債   

退職給付引当金 4,996 5,158

固定負債合計 4,996 5,158

負債合計 539,711 483,986

純資産の部   

株主資本   

資本金 429,180 429,180

資本剰余金 389,610 389,610

利益剰余金 1,091,797 1,118,408

自己株式 △11,820 △35,480

株主資本合計 1,898,768 1,901,719

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △668 △370

評価・換算差額等合計 △668 △370

新株予約権 254 179

純資産合計 1,898,353 1,901,527

負債純資産合計 2,438,065 2,385,514
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 995,935 991,456

売上原価 536,485 590,416

売上総利益 459,450 401,040

販売費及び一般管理費 ※ 280,794 ※ 296,767

営業利益 178,656 104,272

営業外収益   

受取利息 849 1,247

保険解約返戻金 － 8,205

補助金収入 － 10,456

為替差益 － 4,493

その他 1,625 665

営業外収益合計 2,474 25,067

営業外費用   

為替差損 1,269 －

譲渡制限付株式報酬償却損 － 764

その他 667 295

営業外費用合計 1,937 1,059

経常利益 179,194 128,280

特別利益   

新株予約権戻入益 － 75

特別利益合計 － 75

特別損失   

和解金 － 12,000

特別損失合計 － 12,000

税引前中間純利益 179,194 116,356

法人税、住民税及び事業税 72,553 30,151

法人税等調整額 △8,972 8,780

法人税等合計 63,581 38,931

中間純利益 115,612 77,424
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 179,194 116,356

減価償却費 62,282 65,020

受取利息及び受取配当金 △849 △1,247

為替差損益（△は益） 1,209 △4,493

売上債権の増減額（△は増加） 58,209 104,938

棚卸資産の増減額（△は増加） △9,973 △26,242

仕入債務の増減額（△は減少） △12,359 △4,764

株式報酬費用 7,849 △4,910

製品保証引当金の増減額（△は減少） 1,080 △1,357

退職給付引当金の増減額（△は減少） 162 162

受注損失引当金の増減額（△は減少） 356 627

契約負債の増減額（△は減少） △6,412 95,213

未払金の増減額（△は減少） △12,447 △37,466

未払消費税等の増減額（△は減少） 27,641 △33,663

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少）
1,617 89

預り金の増減額（△は減少） △1,125 △8,627

その他 △29,837 △15,849

小計 266,597 243,785

利息及び配当金の受取額 798 1,267

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △16,726 △96,653

営業活動によるキャッシュ・フロー 250,668 148,400

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,027 －

無形固定資産の取得による支出 △59,617 △63,650

差入保証金の回収による収入 － 600

投資活動によるキャッシュ・フロー △62,645 △63,050

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △36,650

配当金の支払額 △50,277 △49,402

財務活動によるキャッシュ・フロー △50,277 △86,053

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,209 4,493

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 136,537 3,789

現金及び現金同等物の期首残高 612,550 800,070

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 749,087 ※ 803,860
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【注記事項】

（中間損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

当中間会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

給料手当 73,252千円 76,222千円

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前中間会計期間

（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 749,087千円 1,303,860千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － △500,000

現金及び現金同等物 749,087 803,860

 

（株主資本等関係）

Ⅰ．前中間会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月26日

定時株主総会
普通株式 49,829 8 2024年12月31日 2025年３月27日 利益剰余金

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月14日

取締役会
普通株式 49,947 8 2025年６月30日 2025年９月１日 利益剰余金

 

Ⅱ．当中間会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月27日

定時株主総会
普通株式 49,967 8 2025年12月31日 2026年３月30日 利益剰余金

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年８月14日

取締役会
普通株式 49,661 8 2026年６月30日 2026年９月１日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は「sinops事業」の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 sinops事業

一時点で移転される財又はサービス 193,124
一定の期間にわたり移転される財又はサー
ビス

802,811

顧客との契約から生じる収益 995,935

その他の収益 －

外部顧客への売上高 995,935

 

当中間会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 sinops事業

一時点で移転される財又はサービス 119,234
一定の期間にわたり移転される財又はサー
ビス

872,221

顧客との契約から生じる収益 991,456

その他の収益 －

外部顧客への売上高 991,456

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間会計期間

（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

（1）１株当たり中間純利益 18円55銭 12円43銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 115,612 77,424

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益（千円） 115,612 77,424

普通株式の期中平均株式数（株） 6,233,094 6,229,882

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 18円54銭 12円43銭

（算定上の基礎）   

中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 2,370 1,427

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

(1）中間配当

2026年８月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………49,661,704円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………８円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2026年９月１日

(注）2026年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社シノプス(E34509)

半期報告書

16/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書 

 

2026年８月７日

株式会社シノプス

取締役会　御中

 

 太陽有限責任監査法人 

 　大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岡本　伸吾

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙田　充規

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シノ

プスの2026年１月１日から2026年12月31日までの第40期事業年度の中間会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社シノプスの2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規

定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法

人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事項に注

意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して限

定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評

価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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